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スーパーシティ構想について 

 

１ 経緯 

本市はこれまで、デジタル化に関して行政内部を中心に取組を進めてきたが、

今後は、未来に向けて市民の暮らしがより一層便利で快適なものとなるよう、

市を挙げて『デジタル化によるまちづくりの推進』に取り組むこととした。 

一方、国では、ＡＩ（人工知能）やビッグデータなどの最先端の技術を活用

して、規制改革に取り組みながら複数の分野でスマート化の取組を同時に暮ら

しに実装し、社会的課題の解決を図る生活実装実験を行うことで、未来の暮ら

しを先行実現しようとする「スーパーシティ構想」を推進している。 

令和２年（2020 年）12 月頃からスーパーシティの公募が開始されることか

ら、本市としては、この機会を活かし、デジタル化の推進の手段の一つとして、

スーパーシティの応募を目指すこととした。 

 

２ 応募に向けた手続 

スーパーシティの応募に際しては、満たすべき主な要件が次のとおり示され

ていることから、これらの項目に関して、項番３以下のとおり対応することと

する。 

① 先端的サービスを実施する主要な事業者の候補が地方自治体の公募によ

り選定されていること。 

② アーキテクトが存在していること。 

※アーキテクトとは、「地域課題の設定、事業計画の作成、先端的技術の 

活用などスーパーシティ構想全体を企画する存在」 

③ 事業計画の内容等に関して、事前に住民等の意向把握のため必要な措置

が講じられていること。 

   

３ 事業者及び事業提案の公募 

主要な事業者の公募については、次の「取組分野」と「主な課題例」を市か

ら示し、その課題を解決するための「先端的サービス」について、事業者から

の提案を受けることとする。 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
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取組分野 主な課題例 

① 医療・健康 

・市立病院をはじめとする医療機関受診の際の利便性向上 

・各医療機関の患者情報の連携やより効率的な救急搬送 

・脳血管疾患の死亡率、健康診査等のデータ活用 

② 防 災 

・災害状況の把握、孤立地区対応 

・避難所における避難者状況の把握や対策 

・要配慮者や外国人対応 

・市民への適切な情報提供 

③ エネルギー 

・再生可能エネルギー（再エネ）大量導入を可能にするエネ 

ルギーマネジメント 

・デジタル社会への移行に伴う新たなエネルギー需要への再 

エネ供給 

・災害時のエネルギー供給 

④ 教 育 
・多様な学びの場や機会の確保 

・子どもの安心安全の確保 

⑤ 観 光 
・キャッシュレス対応 

・観光情報や混雑状況の発信、来訪客の回遊性の向上 

⑥ 行 政 
・煩雑な行政手続き 

・紙ベースの事務処理、各業務の職員の負担 

⑦ 交 通 

・市街地における観光シーズンの交通渋滞 

・利用者減少による路線バスの減便・廃止への対応 

・高齢者の免許返納等に伴う交通弱者の利便性向上 

 

４ 今後の主な予定 

 国が予定する応募期限である令和３年（2021 年）２・３月頃に向けて、次

のスケジュールで取り組むこととする。 

時 期 内 容 

令和２年（2020 年）

12 月上旬頃 

・事業者及び事業提案の公募開始 

・アーキテクトの公募開始 

12 月中旬頃 ・市民からのデジタル化全般についてアイデア募集開始 

令和３年（2021 年）

１月中旬頃 
・公募の審査 

２月中旬頃 
・市のスーパーシティ構想（案）の作成 

・市デジタル化推進本部で説明 

２月下旬頃 ・市のスーパーシティ構想について議員・市民説明 

２・３月頃 ・市のスーパーシティ構想を国に提出 
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小田原市女性活躍推進優良企業認定制度について 

 

１ 目 的 

  女性活躍に積極的に取り組む市内企業を「小田原市女性活躍推進優良企業」として認

定し、紹介・情報発信することにより、市全体の女性活躍に対する意識の醸成と取組の

推進を図る。  

 

２ これまでの経過 

 〇令和２年（2020 年）８月 31日 第１回小田原市女性の活躍推進協議会 

・「小田原市女性活躍推進優良企業認定制度に関する事項」を諮問 

・優良企業の認定基準や取組項目等について検討・協議開始 

・制度の親しみやすさと本市らしさを表現するために制度の愛称募集について 

委員提案 

 〇10 月 １日～30 日 愛称募集 

〇10 月 13 日～23 日 市内モニター企業 12 社から認定基準について意見・提案等を 

聴取 

 〇11 月 17 日 第２回小田原市女性の活躍推進協議会 

      ・女性活躍推進優良企業認定制度について最終案をまとめる 

      ・制度の愛称決定 

 〇11 月 19 日 小田原市女性の活躍推進協議会から市長へ答申 

 

３ 制度の概要    

（１）対  象：小田原市内の企業・法人、個人事業主 

（２）申  請：申請期間は毎年７月１日～９月 30 日（令和２年度は１月４日～31 日） 

（３）認定期間：２年 

認定期間、更新のイメージ 

資料２  

３/31 ３/31 ３/31
R２年度 R３年度 R４年度 R５年度 R６年度 R７年度

１/４～31申請 ｖ
更新

ｖ
７/１～９/30更新

７/１～９/30申請
７/１～９/30更新 更新
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（４）認定項目及び認定段階 

※認定段階の欄中の「〇個以上」は、認定項目の小項目ごとにある取組例の数 

 

（５）愛 称：「小田原 Lエール（おだわらえるえーる）」 

応募件数 129 件（全国）から、小田原市女性の活躍推進協議会で選考し決定 

（６）ロゴマーク：愛称のイメージに合わせて作成中 

 

４ 企業への支援 

（１）認定企業等には、愛称やロゴマークをデザインしたステッカーやプレートを交付す

るとともに、ロゴマークを企業の印刷物やホームページ等への掲載可とすることによ

り女性活躍推進認定企業であることをＰＲすることができるようにする。 

（２）市は、認定企業等を女性活躍に取り組む優良企業として、市のホームページや広報

紙等で紹介する。 

 

５ 今後の予定 

 〇令和２年（2020 年）12 月中旬～    市内企業への募集を事前告知、要綱設置 

〇令和３年（2021 年）１月４日～31 日  申請受付 

〇令和３年（2021 年）３月        女性活躍推進優良企業認定式を開催 

認定項目 認定段階（ステージ） 

大項目 小項目 ブロンズ シルバー ゴールド 

意識・職場風

土の醸成 

① 女性活躍についての推進体制の整備 
1 個以上 

※ 

①1個以

上かつ② 

2 個以上 

①2個以

上かつ② 

3 個以上 
② 職場環境・風土の改善に努めている 

ワークライフ 

バランス実施

に向けての取

組 

③ 多様で柔軟な働き方についての取組 

2 個以上 3 個以上 
10 個 

以上 

④ 
休暇の取得促進や長時間労働の是正

について取組 

⑤ 
仕事や育児・介護等との両立支援の

取組 

女性の活躍 

推進の取組 

⑥ キャリア形成支援のための取組 
1 個以上 3 個以上 5 個以上 

⑦ 管理職に女性の登用を進めている 

⑧ 採用時の女性活躍推進に関する取組 
1 個以上 3 個以上 5 個以上 

⑨ 職域拡大や就業継続に向けての取組 

独自の取組  企業独自の取組 自由記載 
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再生可能エネルギーを活用した地域マイクログリッド構築事業について 

 

１ 背景 

• 小田原市は、再生可能エネルギーを活用した持続可能な地域社会の構築に向け、こ

れまで段階的かつ継続的に公民連携して施策を推進している。 

• 再生可能エネルギーの導入促進を軸に、再生可能エネルギーを効率的に使用するた

めの蓄電池の活用も含めるなど、いわゆるエネルギーマネジメントの視点も重視し

これまでもモデル的な取組の創出に努めてきた。 

• こうした中で、電気自動車（ＥＶ）を“動く蓄電池”としてエネルギーマネジメン

トの対象に加えるなど、地域におけるエネルギーマネジメントの高度化と身近な暮

らしの利便性の向上を両立した取組を公民連携により推進している。 

• この度、エネルギーマネジメントの更なる高度化を見据え、これまでの取組を発展

させ、地域の配電線を活用した地域マイクログリッド事業を実施する。 

 

２ 事業の概要 

• 「地域マイクログリッド構築事業」は、再生可能エネルギー発電設備や蓄電池等を

導入、災害等による大規模停電時に一般送配電事業者が所有する配電網を活用し当

該エリアに電力を供給し自立運用を行う新たなエネルギーシステム、いわゆる地域

マイクログリッドを構築する事業である。 

• この事業は経済産業省「地域の系統線を活用したエネルギー面的利用事業（地域マ

イクログリッド構築事業）」補助金を活用して実施される。 

• 小田原こどもの森公園わんぱくらんどの敷地を使用し、太陽光発電設備、電力需給

バランスを調整する大型の蓄電池、ＥＶ充放電設備等を設置、これらを制御する地

域マイクログリッドの仕組みを令和２年度（2020 年度）から令和３年度（2021 年

度）までの２年間で構築していく。 

【設備の配置イメージ】 

 

資料３ 
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３ 事業の実施体制・役割 

• 本事業は、京セラ株式会社、株式会社 REXEV（レクシヴ）、湘南電力株式会社、及び

株式会社 A.L.I Technologies（エーエルアイテクノロジーズ）と連携し実施する。 

• なお設備の導入は民間事業者が国の補助金を活用して行う。 

 【各事業者の役割】 

 

４ 事業の効果 

＜非常時のマイクログリッド独立運用、配電網活用・制御のノウハウ蓄積＞ 

• 大規模停電時に小田原こどもの森公園わんぱくらんど・小田原市いこいの森エリア

を一時的に系統線から切り離し、太陽光発電設備と大型蓄電池でエリア内に電力を

供給する、地域マイクログリッドの独立運用の検証が可能となる。 

• 既存の配電網を活用し、太陽光発電設備と蓄電池のみで制御を行い安定した電力供

給を実現する仕組みは、未だ実施事例のない先導的なものであり、将来を見据えた

エネルギーマネジメントのノウハウの蓄積に貢献するものとなっている。 
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 【既存配電網を活用した面的制御（非常時）のイメージ】 

 

＜再生可能エネルギー大量導入につながるエネルギーマネジメント＞  

• 一方で非常時だけでなく平時には、大型蓄電池等は広く配電網の電力需給バランス

を整えるために活用される。 

• 電力システムは需給バランスを一致させることが求められるが、気象条件などで変

動しやすい再生可能エネルギーは、今後更なる導入を進める上で、発電量が需要を

上回った場合に系統線への影響が課題となる。 

• 本事業では、平時には大型蓄電池等をこの再生可能エネルギーの変動を吸収するた

めに活用し、更なる地域の再生可能エネルギーの導入拡大につなげるための制御を

行う。 

• この枠組みの中で、地域新電力は市内の家庭における太陽光発電設備の余剰電力を

マイクログリッドに供給する。 

• 供給に当たってはブロックチェーン技術（安全性の高い記録技術）により産地情報

等を管理することで、再生可能エネルギーの効果的な地産地消を進める。 

• これにより、エネルギーの地域自給と変動に強い分散型のエネルギーシステムの構

築に向けて貢献していく。 



4 

 

 【平時の事業イメージ】 

 

 

５ スケジュール（予定） 

（１） 設備導入工事    令和２年（2020 年）12月～令和３年（2021 年）９月 

（２） マイクログリッドを活用したマネジメント協定締結     令和３年（2021 年）1月 

（３） 本運用開始                      令和３年（2021 年）９月 
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デジタル化によるまちづくりの方針について 

 

１ 策定経緯 

「デジタル化によるまちづくりの方針」の策定経緯は、次のとおり。 

・10 月 28 日開催の市デジタル化推進本部会議（第１回）において、議題と

して「デジタル化によるまちづくりの方針（素案）」を提案 

・11 月９日開催の総務常任委員会において、「デジタル化によるまちづくり

の方針（素案）」について説明 

・11 月 25 日開催の市デジタル化推進本部会議（第２回）において、「デジ

タル化によるまちづくりの方針（案）」を議題として提案して確定 

資料１ 



デジタル化によるまちづくりの方針

３つの基本方針

Ⅰ 市民生活の質の向上

ICTやビッグデータの活用によるサービスの効率化や地域における課題解決を進めることで、より一層便
利で快適な市民生活の実現を図るとともに、これまでの常識や様々な活動様式の変化を踏まえた新たな
社会に対応していく。

Ⅱ デジタル・ガバメントの推進

デジタル技術の活用により行政手続や業務プロセスの改革を進めるとともに、ICT基盤の最適化を図るこ
とで、データ駆動型の自治体運営に向けた環境を整備する。

Ⅲ 地域活力の向上

多様な主体による緊密な連携・協働によりデジタル化を推進することで地域の魅力を高め、官民の持つ
データ基盤を中核に民間活力を地域に呼び込む。

デジタル技術を最大限に活用し、持続可能で活力のあるまちづくり
を推進することで、豊かな未来社会を実現する理念
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デジタル化に向けた８つの方向性＝おだわらデジタル８（エイト）

① 市民生活分野のデジタル化

市民生活に密接に関わる分野のデジタル化を推進すること
により利便性の向上を図る。

④ 行政サービスの改革

行政サービスの向上や行政運営の簡素化・効率化に向けて、
各種手続きのオンライン化やワンストップサービスの推進
等、業務改革を推進する。

⑦ データ活用環境の構築

より多くのデータを様々な主体が容易に活用できるように
するため、情報セキュリティ対策を講じ、安全性を確保し
ながら、情報のオープンデータ基盤づくりを推進する。

② 地域課題の解決

デジタル技術を積極的に活用することで、地域が抱える課
題の解決を目指す。

⑥ ICT人材の育成・登用

デジタル技術を積極的に施策等に取り入れていく視点を
持った職員の育成や、専門的知識を持つ外部人材の登用を
図る

⑤ 行政におけるICT基盤の最適化

業務・システムの統一・標準化を推進するとともに、最新
技術を取り入れることにより安全性と利便性を両立させた
ICT基盤の最適化を図る。

③ デジタルデバイド対策

身体的・社会的理由等による情報格差を減らし、全ての市
民がデジタル化の恩恵を享受できる環境を整える。

⑧ 産学金官連携の推進

地域の各種団体、市内外の民間企業、大学等の研究機関や
金融機関など、多様な主体との協働や国県との緊密な連携
を図る。

めまぐるしく速い時代の潮流の中でも豊かな未来社会を実現するため、小田原市は力強く
デジタル化に向けた８本の銛（ＭＯＲＩ）を放つ！
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